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１１．．ははじじめめにに  

11--11．．研研究究のの背背景景  

 東洋経済オンライン「将来人口が激変する 500 自治体ランキング」に

よると、2045 年推計人口は、2015 年比で大幅に減少し、各都道府県を

代表する県庁所在地でさえ例外ではないとしている。たとえば、青森市

（220 位）、秋田市（368 位）、長崎市（382 位）、奈良市（460 位）な

どは、20％以上の人口減少が予測されている（東洋経済,2019）。一般

的には、人口減少によりその地域の経済規模は縮小する。そして、地方

都市における中小企業はますます苦境をむかえ、事業の継続性が大きな

課題となる。その継続が困難になった企業は、合併、譲渡、廃業又は清

算などを経て、市場から姿を消してしまう。はたして、企業の寿命はど

の程度であろうか。東京商工リサーチの調べによると、2020 年に倒産

した企業の平均寿命は 23.3 年であった。また、全倒産件数のうち、業

歴 30 年以上で倒産した“老舗”企業の割合は 32.5％にも及び、2006 年

から約 15 年間にわたって増加傾向にある（東京商工リサーチ,2021）。

すなわち、平均寿命を超えた老舗企業であっても、経営の健康管理を怠

れば、誰でも病にかかる可能性があることを示している。 

 一方、厳しい市場環境にありながら、うまく変化を捉え、時代の波を

乗り越えてきた日本企業がいくつかある。東京商工リサーチ『全国「老

舗企業」調査』（本調査では、創業 100 年以上を「老舗企業」と定義し

ている。）によると、2016 年 12 月に発表された老舗企業数は、全国に

3 万 3,069 社存在し、全体に占める老舗率は 1.12％であった。その老舗

企業の規模をみると、売上高にあっては「５億円未満」の小規模企業が
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全体の７割を占め、従業員数にあっては「10 人未満」の小規模企業が

全体の５割強、「20 人未満」を含めると全体の約 7 割を占めている（東

京商工リサーチ,2016）。この調査では、必ずしも経営資源の潤沢な大

企業だけが継続性に優位なわけではなく、むしろ、小規模企業のもつ何

らかの要素が、継続性を生みだす可能性があることを示している。 

11--22．．問問題題提提起起  

 それでは、地方都市で生存を続け、創業 100 年以上の老舗企業になる

ためには、どのようなことが必要であろうか。 

 これには、第 1-1 節で示した２つの可能性がヒントになる。第１は、

経営の健康管理を怠らないこと、第２は、小規模企業のもつ何らかの要

素を備えること、この２つである。前者は、経営の健康管理を怠らない

ことによって、企業を維持することができる。後者の“小規模企業のも

つ要素”とは何であろうか。しかも、老舗率わずか 1.12％の小規模企

業に存在する要素である。筆者はこれを、老舗の小規模企業には、ある

特定の要素をもった経営者が存在していると推察する。なぜなら、小規

模企業の特徴は、まず、経営者と会社が同一化しやすいこと。たとえば、

経営者の価値観に基づく判断が、ダイレクトに自社の行動につながって

しまう。次に、従業員が経営者に同調化しやすいこと。たとえば、経営

者の価値観に基づく行動が、従業員の規律や態度につながってしまう。

この特徴ゆえに、経営者の決断が、善かれ悪しかれ自社の業績を大きく

左右する。すなわち、小規模企業の経営に最も強く影響を与える経営者

が、継続性を生みだす要素をもっているか否かの違いにあると考える。 

 このことから、改めて２つの可能性を整理すると、図 1-1 に示す２つ

の要素が、老舗企業になるための要素であると考える。 

 

図 1-1：老舗企業に不可欠な要素  

（出所：筆者作成）  

 それでは、老舗の小規模企業には、どのような経営者が存在するので

あろうか。また、その経営者はどのような経営の選択をするのか。 

 たとえば、経営者の最も単純な選択は、他社の成功事例に倣うこと。

特に地方都市であれば、海外や国内大都市の流行を先取りし、地方初出

店などの宣伝で後進性の利益を獲得することもできる。だが、流行は一

過性のものであり、持続性に欠ける。そこには何が足りないのか。この

疑問に対し、日経ＢＰ社「日経トップリーダー」によると、中小企業の

倒産をテーマにした連載記事で、次のように解説している。“成功事例

は再現性が低いが、失敗事例は再現性が高い”。たとえば、成功事例は、

社員の力量が不足していれば、同じような成果はでないかもしれない。

また、その戦略をどこまで徹底できるかという、経営者の熱量によって

も結果は異なる。経営の世界には、「これを飲めば、どの会社にも必ず

効く」という特効薬はない。これに対して失敗は、「こうした局面で、

こんな判断をしたから会社が傾いた」という事例は、おそらく高い確率

で自社にも当てはまる。失敗は究極的には１つの判断ミスによるもので、

破綻にはいくつかのパターンがあるとしている（日経ＢＰ,2018）。 

 すなわち、中小企業の経営には、市場競争を勝ち抜く他社のビジネス

モデル（成功事例）に倣うよりも、経営者や組織が引き起こす自社の判

断ミス（失敗事例）を回避する方が有為であることを示している。 

 このことから、老舗の小規模企業経営者は、前述の失敗事例に対する

意識が異なるものと推察する。具体的には、経営の危機意識と、経営の

警戒意識である。なぜなら、小規模企業の経営環境は、大手の逆風や市

場の荒波に影響されやすく、吹けば飛ぶような弱者であることが多い。

そのため、常に経営の危機に敏感で、より適時適切な判断と行動が求め

られている。ゆえに、これら２つの意識を、適正に経営に反映できる経

営者が、老舗企業になれると考えられる。この経営者の２つの意識を、

改めて図 1-1 で整理すると、図 1-2 のとおり示すことができる。 

 

図 1-2：老舗企業に不可欠な要素  

（出所：筆者作成）  

11--33．．研研究究のの目目的的  

 そこで本稿の目的は、小規模企業の経営者に内在する意識を考察し、
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11--33．．研研究究のの目目的的  

 そこで本稿の目的は、小規模企業の経営者に内在する意識を考察し、
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老舗企業に不可欠な経営者の要素を明らかにすることである。 

 第１の要素は、経営の危機意識をもち、企業を維持すること。その具

体的な要素を探るため、先行研究では、企業が経営の危機に陥った原因

に焦点をあてる。なかでも、経営者の誤った判断がまねいた危機の原因

を取りあげる。そこには、経営の危機に陥ったいくつかのパターンがあ

る。そこから、経営の危機意識によって生じる経営者の要素と、経営の

健康管理に必要な具体的な項目を導く。 

 第２の要素は、経営の警戒意識をもち、企業を継続すること。その具

体的な要素を探るため、事例研究では、小規模企業が経営再建を果たし

た要因に焦点をあてる。なかでも、自力再建型の民事再生を成し遂げた

経営者のリーダーシップを取りあげる。そこには、経営再建を成し遂げ

た苦悩の決断がある。そこから、経営の警戒意識によって生じる経営者

の要素と、経営再建に不可欠な内面の強さを導く。 

 なお、ここでいう「経営の危機」とは、企業経営が行き詰まり、事実

上の経営破綻、又は経営破綻寸前の状況にあることを表している。 

 この２つの要素を明らかにすることで、小規模企業の経営者は、経営

の危機（図２：③）を回避し、現状維持（図２：②）を図ることができ

る。さらに、経営の危機（図２：③）に陥っても、経営者がその危機を

救い、経営の再建（図２：④）が可能となる。 

 
図 2：小規模企業の維持と再建  

（出所：筆者作成）  

 すなわち、外部環境の影響を受けやすい小規模企業経営者は、自社の

状態を常に図２－②水準以上に保つことが生存企業として不可欠である。

その水準を保持する効果が、経営資源の乏しい小規模企業に、新たなチ

ャレンジを試みる際のリスクヘッジとなる。さらに、その要素をもった

経営者の存在が、自社の事業に持続的な成功と成長を促す基盤となる。 

11--44．．論論文文のの構構成成  

 本稿の構成は次のとおりである。 

 まず、第２節では、先行研究をする。企業が経営危機に陥った原因に

焦点をあて、なかでも、経営者の誤った判断がまねいた危機の原因を取

りあげる。続いて、第３節では、仮説を提示する。経営再建を成し遂げ

る経営者に不可欠なリーダーシップ理論を提示する。続いて、第４節で

は、事例研究をする。小規模企業が再建を果たした要因に焦点をあて、

なかでも、経営者のリーダーシップによって自力再建型の民事再生を成

し遂げた事例を取りあげる。そして、第５節では、仮説を検証する。第

３節のリーダーシップ理論と、第４節の経営者がもつ要素を比較検証す

る。最後に、第６節では、老舗企業に不可欠な経営者の要素について考

察し、まとめとする。 

２２．．経経営営危危機機のの先先行行研研究究  

 この節は、経営の危機意識によって生じる経営者の要素と、経営の健

康管理に必要な具体的な項目を導く。 

 老舗企業の経営者は、図２で示した現状維持水準を継続的なものにす

るため、経営の危機（図２：③）回避にあっては、過去のセルフチェッ

クを、経営の再建（図２：④）にあっては、未来にむけたセルフコント

ロールを、欠かさないよう努めているものと考えられる（図 1-3）。 

 

図 1-3：老舗企業に不可欠な要素  

（出所：筆者作成）  
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 この節は、経営の危機意識によって生じる経営者の要素と、経営の健

康管理に必要な具体的な項目を導く。 

 老舗企業の経営者は、図２で示した現状維持水準を継続的なものにす

るため、経営の危機（図２：③）回避にあっては、過去のセルフチェッ

クを、経営の再建（図２：④）にあっては、未来にむけたセルフコント

ロールを、欠かさないよう努めているものと考えられる（図 1-3）。 

 

図 1-3：老舗企業に不可欠な要素  

（出所：筆者作成）  
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 そこでこの節では、セルフチェックの重要性を考察する。 

 まずは、日本国内の中小企業が、どのような理由で経営破綻したのか

を明らかにするため、企業共済協会の「中小企業調査研究報告書」から、

過去 20 年間に経営破綻した約 27 万 3 千社の規模と原因を整理する。次

に、企業がまねいた経営危機の原因を明らかにするため、ジャグディシ

ュ ・ N・ シ ー ス (2008)の 「 自 滅 す る 企 業 」 か ら 、 か つ て 「 エ ク セ レ ン

ト・カンパニー」と呼ばれた優良企業が、自滅的習慣によって経営危機

に陥った７つの習慣病を整理する。最後に、経営者がまねいた経営危機

の原因を明らかにするため、シドニー・フィンケルシュタイン(2004)の

「名経営者が、なぜ失敗するのか？」から、世界の一流企業を指揮する

名経営者が、自らの優秀さを幻想したときに始まる失敗の７つの習慣を

整理する。 

22--11．．中中小小企企業業調調査査研研究究報報告告書書  

 企業共済協会の「中小企業調査研究報告書」から、経営破綻について

調査した過去 20 年間分を編集し、約 27 万 3 千社の破綻の規模と原因を

整理する。 

（１）調査方法 

東京商工リサーチによる調査から、情報及び資料の提供を受けている。 

（２）調査対象地域 

全国を調査対象地域としている。 

（３）集計期間 

当該年度の 4 月 1 日を始期とし、翌年 3 月 31 日を終期としている。 

（４）倒産原因の定義 

表１ 

（５）倒産原因別の統計 

本調査の集計期間は 1999 年から 20 年間とし、倒産原因別の企業数を、

経年と負債規模で表している（表２）。なお、企業倒産の原因は厳密に

いえば、下表１の項目間相互に関連性を有するものであるが、統計上は、

最もウエートの大きい原因によるものとして区分する。 

  

表 1：倒産原因の定義  

 

（資料：企業共済協会「中小企業調査研究報告書」をもとに筆者作成）  
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表２：負債規模別・倒産原因別倒産件数の年度別推移  

 

（資料：企業共済協会「中小企業調査研究報告書」をもとに筆者作成）  

（６）統計の考察 

 日本の中小企業の倒産原因は、全体の 64.9％が「販売不振」による

ものであった。本調査の（4）倒産の定義によると、企業が市場を適正

に見極めることで回避できた内部要因もあるが、為替や気候変動、大資

本の進出など、自社では避けがたい外部要因も多く含まれている。また、

本調査を負債規模でみると、全体の 64.1％が「１億円未満」の企業で

あった。同負債規模の倒産原因も、同じく「販売不振」が多くを占めて

いる。このことから、経営の規模が小さくなるほど、コア事業の継続に

苦慮しており、環境の変化に影響されやすい傾向にあるといえる。 

 

22--22．．自自滅滅すするる企企業業  

 本書のジャグディシュ・N・シースは、破綻した優良企業の原因の多

くは、競合との熾烈な競争などではなく、自社の内部に潜伏する自滅的

習慣にあるとしている。それは成功への過程で身についたものであり、

いわば成功が失敗を生んだとしている（シース,2008）。そこで本節で

は、企業がまねいた経営危機の原因を明らかにすることを目的に、本書

の展開に沿って自滅的習慣を要約する。 

エクセレント・カンパニーを蝕む７つの習慣病 

（１）現実否認症 

（２）傲慢症 

（３）慢心症 

（４）コア・コンピタンス依存症 

（５）競合近視眼症 

（６）拡大強迫観念症 

（７）テリトリー欲求症 

これらの自滅的習慣について説明する。 

（（１１））現現実実否否認認症症  

この習慣は、自社の成功が偶然や幸運なタイミングであることが多いに

もかかわらず、底辺から出発したことを忘れ去り、自らの偉大さを神話

化することで発症する。これにより、他社に起きた兆候を、自社は違う

と見過ごすことや、他社製品を認めないなどの症状があらわれる。 

（（２２））傲傲慢慢症症  

この習慣は、ダビデがゴリアテを倒すような経験や他に類のない開発に

成功したことによって、予想外の成果や驚異的な業績が現実の認識をゆ

がめることで発症する。これにより、顧客をはじめ社内外への傾聴が減

るばかりか、自社の考えを正当化し、批判的なものを排除するなどの症

状があらわれる。 

（（３３））慢慢心心症症  

この習慣は、従来の事業が規制や流通などの特異な条件により、独占的

な市場で成功したことから発症する。これにより、官僚的で意思決定を

急がない企業文化や非効率で高コスト構造になる。また、大企業では、

規模が大きければ失敗しても大丈夫という思い込みや、失敗が隠蔽され

やすいなどの症状があらわれる。 

（（４４））ココアア・・ココンンピピタタンンスス依依存存症症  

この習慣は、コア・コンピタンスに頼るあまり視野が狭くなることによ
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表２：負債規模別・倒産原因別倒産件数の年度別推移  
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って、他の機会が見えなくなってしまうことで発症する。これにより、

組織に変化が起こりにくくなり、従業員をはじめ取引業者や顧客の忠誠

心が消えるなどの症状があらわれる。 

（（５５））競競合合近近視視眼眼症症  

この習慣は、直接挑戦してくる目前の敵しか認識していない、又は２番

手の企業がトップを追いかける際に視野が狭くなることで発症する。ま

た、産業集積ではある一定のレベルまで健全な競争が起こるが、徐々に

産業集積が閉鎖社会となり、視野が狭くなることもある。これにより、

ニッチ企業や新参者を脅威と認識していないことや、供給業者の忠誠心

を新進の競争相手に奪われていることに気づいていないなどの症状があ

らわれる。 

（（６６））拡拡大大強強迫迫観観念念症症  

この習慣は、激しい競争や業界の過剰な供給能力により価格が大幅に下

落しているにもかかわらず、稼ぐことを理由にコストが下げられないこ

とで発症する。特に高利益率のパイオニア企業や急成長した企業にみら

れる。これにより、興味や意欲が優先しコスト管理がおろそかになるこ

とや、１つの事業部の成功で別の事業部の失敗を隠すことを許すなどの

症状があらわれる。 

（（７７））テテリリトトリリーー欲欲求求症症  

この習慣は、自社が成長し成熟していく過程の組織化によって、機能や

地域を縦割りに編成することで発症する。ただし、成長のためには、経

営方針や規則や手順が求められる組織化は不可欠なものであり、合理的

で当然のプロセスである。しかし、これにより、部門内のテリトリーを

守ろう、広げようとするなかで、自己中心的な部分最適となり、組織全

体の目標を理解して追求しなくなるなどの症状があらわれる。 

22--33．．名名経経営営者者がが、、ななぜぜ失失敗敗すするるののかか？？  

 本書のシドニー・フィンケルシュタインは、経営の危機をまねいた原

因は、経営者が自らの優秀さを幻想したことにあるとしている。世界の

一流企業を指揮する名経営者であるがゆえに、現状の見誤りや現実から

目を背けるなどの行動を引き起こす。また、強い指揮によって、中間管

理職層が弱体化し、組織の機動力や柔軟性が損なわれる可能性があると

している（フィンケルシュタイン,2004）。そこで本節では、経営者が

まねいた経営危機の原因を明らかにすることを目的に、本書の展開に沿

って７つの習慣を要約する。 

 

失敗するトップの“７つの習慣” 

（１）自分と会社が市場や環境を“支配している”と思いこむ 

（２）自分と会社の境を見失い、公私混同する 

（３）自分を全知全能だと勘違いする 

（４）自分を 100％支持する人間以外を排斥する 

（５）会社の理想像にとらわれ、会社の“完璧なスポークスマン”

になろうとする 

（６）ビジネス上の大きな“障害”を過小評価してみくびる 

（７）かつての成功体験にしがみつく 

これらの失敗の習慣について説明する。 

（（１１））自自分分とと会会社社がが市市場場やや環環境境をを““支支配配ししてていいるる””とと思思いいここむむ  

 自分や自分の経営する会社が市場を支配していると考えるリーダーた

ちは、自分たちが環境に及ぼせる力をひどく過大評価し、機会や状況が

成功に及ぼす影響を大幅に見くびっている。条件を周囲に突きつけるの

も思いのままと考えており、自分と会社の成功は、自らつかみ取ったも

のだと思っている。 

（（２２））自自分分とと会会社社のの境境をを見見失失いい、、公公私私混混同同すするる  

 経営者の会社に対する自己同一化が強すぎると、ＣＥＯは判断を誤っ

てしまう。会社をしっかり面倒を見て大切に育んでいくものと考える代

わりに、自分自身の延長のように見なすのである。そして、個人にとっ

てならばともかく、組織としては意味がなさそうな行動を会社に取らせ

たがる。 

（（３３））自自分分をを全全知知全全能能だだとと勘勘違違いいすするる  

 常に変わりつつある世の中、絶え間なくイノベーションが続く世の中

で、一定の期間以上にわたってすべてを掌握できる人間など存在しない。

常に即答を心がけている経営者は、実は、後先考えずに拙速に事を収め

がちである。さらにいけないことは、なまじ全知全能を自負するだけに、

彼らは新たに学ぶことができない。何か本当に重要なことを前に、彼ら

は反射的に早く事を収めようとする。曖昧さの余地を許そうとしないわ

けだが、時には曖昧さが大切なこともある。 

（（４４））自自分分をを 110000％％支支持持すするる人人間間以以外外をを排排斥斥すするる  

 ビジョンを持ったＣＥＯは、自分の大仕事のひとつはそのビジョンを

社内に浸透させ、従業員一丸となってその力を発揮させることだと考え

る。そのため、そのビジョンに完全には賛同していないマネジャーがい

ると、自分のビジョンそのものにけちをつけられたような気がする。そ
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って、他の機会が見えなくなってしまうことで発症する。これにより、

組織に変化が起こりにくくなり、従業員をはじめ取引業者や顧客の忠誠

心が消えるなどの症状があらわれる。 

（（５５））競競合合近近視視眼眼症症  

この習慣は、直接挑戦してくる目前の敵しか認識していない、又は２番

手の企業がトップを追いかける際に視野が狭くなることで発症する。ま

た、産業集積ではある一定のレベルまで健全な競争が起こるが、徐々に

産業集積が閉鎖社会となり、視野が狭くなることもある。これにより、

ニッチ企業や新参者を脅威と認識していないことや、供給業者の忠誠心

を新進の競争相手に奪われていることに気づいていないなどの症状があ

らわれる。 

（（６６））拡拡大大強強迫迫観観念念症症  

この習慣は、激しい競争や業界の過剰な供給能力により価格が大幅に下

落しているにもかかわらず、稼ぐことを理由にコストが下げられないこ

とで発症する。特に高利益率のパイオニア企業や急成長した企業にみら

れる。これにより、興味や意欲が優先しコスト管理がおろそかになるこ

とや、１つの事業部の成功で別の事業部の失敗を隠すことを許すなどの

症状があらわれる。 

（（７７））テテリリトトリリーー欲欲求求症症  

この習慣は、自社が成長し成熟していく過程の組織化によって、機能や

地域を縦割りに編成することで発症する。ただし、成長のためには、経

営方針や規則や手順が求められる組織化は不可欠なものであり、合理的

で当然のプロセスである。しかし、これにより、部門内のテリトリーを

守ろう、広げようとするなかで、自己中心的な部分最適となり、組織全

体の目標を理解して追求しなくなるなどの症状があらわれる。 

22--33．．名名経経営営者者がが、、ななぜぜ失失敗敗すするるののかか？？  

 本書のシドニー・フィンケルシュタインは、経営の危機をまねいた原

因は、経営者が自らの優秀さを幻想したことにあるとしている。世界の

一流企業を指揮する名経営者であるがゆえに、現状の見誤りや現実から

目を背けるなどの行動を引き起こす。また、強い指揮によって、中間管

理職層が弱体化し、組織の機動力や柔軟性が損なわれる可能性があると

している（フィンケルシュタイン,2004）。そこで本節では、経営者が

まねいた経営危機の原因を明らかにすることを目的に、本書の展開に沿

って７つの習慣を要約する。 

 

失敗するトップの“７つの習慣” 

（１）自分と会社が市場や環境を“支配している”と思いこむ 

（２）自分と会社の境を見失い、公私混同する 

（３）自分を全知全能だと勘違いする 

（４）自分を 100％支持する人間以外を排斥する 

（５）会社の理想像にとらわれ、会社の“完璧なスポークスマン”

になろうとする 

（６）ビジネス上の大きな“障害”を過小評価してみくびる 

（７）かつての成功体験にしがみつく 

これらの失敗の習慣について説明する。 

（（１１））自自分分とと会会社社がが市市場場やや環環境境をを““支支配配ししてていいるる””とと思思いいここむむ  

 自分や自分の経営する会社が市場を支配していると考えるリーダーた

ちは、自分たちが環境に及ぼせる力をひどく過大評価し、機会や状況が

成功に及ぼす影響を大幅に見くびっている。条件を周囲に突きつけるの

も思いのままと考えており、自分と会社の成功は、自らつかみ取ったも

のだと思っている。 

（（２２））自自分分とと会会社社のの境境をを見見失失いい、、公公私私混混同同すするる  

 経営者の会社に対する自己同一化が強すぎると、ＣＥＯは判断を誤っ

てしまう。会社をしっかり面倒を見て大切に育んでいくものと考える代

わりに、自分自身の延長のように見なすのである。そして、個人にとっ

てならばともかく、組織としては意味がなさそうな行動を会社に取らせ

たがる。 

（（３３））自自分分をを全全知知全全能能だだとと勘勘違違いいすするる  

 常に変わりつつある世の中、絶え間なくイノベーションが続く世の中

で、一定の期間以上にわたってすべてを掌握できる人間など存在しない。

常に即答を心がけている経営者は、実は、後先考えずに拙速に事を収め

がちである。さらにいけないことは、なまじ全知全能を自負するだけに、

彼らは新たに学ぶことができない。何か本当に重要なことを前に、彼ら

は反射的に早く事を収めようとする。曖昧さの余地を許そうとしないわ

けだが、時には曖昧さが大切なこともある。 

（（４４））自自分分をを 110000％％支支持持すするる人人間間以以外外をを排排斥斥すするる  

 ビジョンを持ったＣＥＯは、自分の大仕事のひとつはそのビジョンを

社内に浸透させ、従業員一丸となってその力を発揮させることだと考え

る。そのため、そのビジョンに完全には賛同していないマネジャーがい

ると、自分のビジョンそのものにけちをつけられたような気がする。そ
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のためしばらくすると、「計画を一緒にやっていくのか、それとも社を

辞めるのか」と彼らに迫る。 

（（５５））会会社社のの理理想想像像ににととららわわれれ、、会会社社のの““完完璧璧ななススポポーーククススママンン””にに

ななろろううととすするる  

 常に社会の注目を浴びることの多い有名なＣＥＯにありがちな習慣で

ある。問題はマスコミにちやほやされている間に、経営そのものが手薄

になってしまうことだ。その結果、実際に仕事をきちんとこなす代わり

に、単に業績を取り繕うようになるのである。彼らは会社経営ではなく、

世間に対するイメージづくりに精力を使い果たす。極端な場合は、その

二つの違いさえもわからなくなってしまう。会議でうまく振舞ってみせ

ることと、素晴らしい業績を生みだすことの違いが区別できなくなって

しまう。 

（（６６））ビビジジネネスス上上のの大大ききなな““障障害害””をを過過小小評評価価ししててみみくくびびるる  

 実際には大きな障害をたいした問題ではないと見くびってしまう。自

分の描いたビジョンに夢中になるあまり、その実現にいたるまでの困難

を見過ごしてしまうのだ。彼らは、すべての問題が解決可能だと考える

が、実際には多くの問題は解決できなかったり、あまりに高すぎるコス

トを伴ったりする。 

（（７７））かかつつててのの成成功功体体験験ににししががみみつつくく  

 大失敗をしでかすＣＥＯは、かつて実証した体験にこだわるあまり、

会社をより窮地に追い込んでしまう。世の中はますます先の見通しが立

たなくなっているのに、その中で確実性を求めるあまり、（会社の業績

を評価するには）不適切な評価基準を選び、自社の強みと信じることに

こだわって柔軟性のない戦略を選んでしまう。 

22--44．．先先行行研研究究ののままととめめ  

 第 2-1 節の日本における中小企業の倒産理由は、全部で 19 種に分類

された。その傾向は、上位２つの「販売不振（詳細理由５つを含む）」

と「既往のシワ寄せ」が、全体の 76.3％を占めていた。最終的に、倒

産に至った理由は、この上位２つに集約されたが、理由の摘要からその

原因を推察すると、これらの原因の多くは、経営判断の見誤りに集約で

きる。すなわち、外部要因による避けがたい倒産を除き、ほとんどの場

合、経営者の適正な決断があれば、経営破綻を回避できたと考えられる。 

 このことから、老舗の小規模企業経営者は、経営の維持を目的に、セ

ルフチェックを重視し、経営の健康管理を怠らない危機意識をもってい

るといえる（図 1-4）。 

 

図 1-4：老舗企業に不可欠な要素  

（出所：筆者作成）  

 続いて、第 2-3 節から、企業の規模に関わらず、経営者の習慣が、経

営の危機をまねく原因になることが明らかとなった。また、第 2-2 節で

明らかとなった、組織がまねく経営の危機も、その根源は経営者にある

と推察する。なぜなら、小規模企業では、経営者の日常的な判断と行動

が、企業風土をつくりだし、自社の組織に強く影響を与える。そのため、

経営者の価値観に基づく決断が、経営危機のあらゆる場面に起因すると

考えられる。すなわち、老舗の小規模企業経営者は、社内への影響力を

自認し、自らの判断を省みる習慣をもっているといえる（図 1-5）。 

 

図 1-5：老舗企業に不可欠な要素  

（出所：筆者作成）  

 このことから、経営者に次の経営の健康管理を提案する。第１は、組

織がまねく経営危機の原因を診断すること。具体的には、第 2-2 節で示

した“エクセレント・カンパニーを蝕む７つの習慣病”がそれにあたる。

第２は、経営者がまねく経営危機の原因を診断すること。具体的には、

第 2-3 節で示した“失敗するトップの７つの習慣”がそれにあたる。こ

れらは、経営者が自らの経営環境の変化を素早く認知することにつなが

り、ひいては、企業を維持する要素になるといえる。 
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のためしばらくすると、「計画を一緒にやっていくのか、それとも社を

辞めるのか」と彼らに迫る。 

（（５５））会会社社のの理理想想像像ににととららわわれれ、、会会社社のの““完完璧璧ななススポポーーククススママンン””にに

ななろろううととすするる  

 常に社会の注目を浴びることの多い有名なＣＥＯにありがちな習慣で

ある。問題はマスコミにちやほやされている間に、経営そのものが手薄

になってしまうことだ。その結果、実際に仕事をきちんとこなす代わり

に、単に業績を取り繕うようになるのである。彼らは会社経営ではなく、

世間に対するイメージづくりに精力を使い果たす。極端な場合は、その

二つの違いさえもわからなくなってしまう。会議でうまく振舞ってみせ

ることと、素晴らしい業績を生みだすことの違いが区別できなくなって

しまう。 

（（６６））ビビジジネネスス上上のの大大ききなな““障障害害””をを過過小小評評価価ししててみみくくびびるる  

 実際には大きな障害をたいした問題ではないと見くびってしまう。自

分の描いたビジョンに夢中になるあまり、その実現にいたるまでの困難

を見過ごしてしまうのだ。彼らは、すべての問題が解決可能だと考える

が、実際には多くの問題は解決できなかったり、あまりに高すぎるコス

トを伴ったりする。 

（（７７））かかつつててのの成成功功体体験験ににししががみみつつくく  

 大失敗をしでかすＣＥＯは、かつて実証した体験にこだわるあまり、

会社をより窮地に追い込んでしまう。世の中はますます先の見通しが立

たなくなっているのに、その中で確実性を求めるあまり、（会社の業績

を評価するには）不適切な評価基準を選び、自社の強みと信じることに

こだわって柔軟性のない戦略を選んでしまう。 

22--44．．先先行行研研究究ののままととめめ  

 第 2-1 節の日本における中小企業の倒産理由は、全部で 19 種に分類

された。その傾向は、上位２つの「販売不振（詳細理由５つを含む）」

と「既往のシワ寄せ」が、全体の 76.3％を占めていた。最終的に、倒

産に至った理由は、この上位２つに集約されたが、理由の摘要からその

原因を推察すると、これらの原因の多くは、経営判断の見誤りに集約で

きる。すなわち、外部要因による避けがたい倒産を除き、ほとんどの場

合、経営者の適正な決断があれば、経営破綻を回避できたと考えられる。 

 このことから、老舗の小規模企業経営者は、経営の維持を目的に、セ

ルフチェックを重視し、経営の健康管理を怠らない危機意識をもってい

るといえる（図 1-4）。 

 

図 1-4：老舗企業に不可欠な要素  

（出所：筆者作成）  

 続いて、第 2-3 節から、企業の規模に関わらず、経営者の習慣が、経

営の危機をまねく原因になることが明らかとなった。また、第 2-2 節で

明らかとなった、組織がまねく経営の危機も、その根源は経営者にある

と推察する。なぜなら、小規模企業では、経営者の日常的な判断と行動

が、企業風土をつくりだし、自社の組織に強く影響を与える。そのため、

経営者の価値観に基づく決断が、経営危機のあらゆる場面に起因すると

考えられる。すなわち、老舗の小規模企業経営者は、社内への影響力を

自認し、自らの判断を省みる習慣をもっているといえる（図 1-5）。 

 

図 1-5：老舗企業に不可欠な要素  

（出所：筆者作成）  

 このことから、経営者に次の経営の健康管理を提案する。第１は、組

織がまねく経営危機の原因を診断すること。具体的には、第 2-2 節で示

した“エクセレント・カンパニーを蝕む７つの習慣病”がそれにあたる。

第２は、経営者がまねく経営危機の原因を診断すること。具体的には、

第 2-3 節で示した“失敗するトップの７つの習慣”がそれにあたる。こ

れらは、経営者が自らの経営環境の変化を素早く認知することにつなが

り、ひいては、企業を維持する要素になるといえる。 
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３３．．仮仮説説提提示示  

 この節は、地方都市における自力再建型の民事再生を成し遂げた経営

者の要素を明らかにするため、既存のリーダーシップ理論を提示する。 

 経営再建は、進むも地獄、退くも地獄と例えられるとおり、経営者に

は多くの課題が山積している。たとえば、自力再建型の民事再生をはじ

める経営者は、経営資源（ヒト・モノ・カネ・情報）の再構築に取り組

まなければならない。そこには、現状を素早く認識する判断力が求めら

れる。さらに、経営資源のなかでも、カネについては一刻の猶予もない。

再建までの資金繰りを見誤ると、破産への道を歩むことになる。そこに

は、計画を実行する行動力が求められる。 

 このように、経営者には短期間に重大な決断が何度も迫られる。そし

て、金融機関をはじめ取引先や従業員等の理解と協力も得られなければ、

民事再生を成し遂げるのは困難になる。これらを実現しようとする経営

者には、厳格な姿勢が問われ、自主性・自律性・主体性などを兼ね備え

たリーダーシップの要素が不可欠である。とはいえ、その判断と行動の

一貫性は容易ではない。それを支える内面の強さが必要になる。それを

本稿では、“謙虚さ”と“意志の強さ”と仮定する。それが具体的にど

のようなものかを、同じ要素で構成された「レベル５リーダーシップ」

理論で説明する。 

 レベル５リーダーシップは、ジム・コリンズ（ 2001）が「ハーバー

ド・ビジネス・レビュー」で発表した理論である。この理論は、自社に

高い成長力を生み、それを持続させた企業には、ある特定の要素をもっ

た経営者が存在することを明らかにした。コリンズはこれを、「まあま

あの企業から真に偉大な企業へと変貌させたリーダーによる変革事例」

と表現している（コリンズ,2001）。本書でいうレベル５リーダーは、

「フォーチュン 500」に選ばれた 1,435 社の業績を複数年にわたり調査

し、厳しく設定した成長条件をすべて満たした“偉大な企業”の経営者

をさしている。この条件を満たしたわずか 11 社のレベル５リーダーは、

いずれも企業変革期に共通して出現しており、その出現に、業界の違い、

変革時期の違い、業績の状況、又は経営の規模は問わないとしている。 

 本理論は、図３に示す２つの要素で構成されており、そのうちのレベ

ル５リーダーシップ（図３：要素１）が、自社に高い成長力を生み、そ

れを持続させた企業の経営者に不可欠な要素として取りあげられている。 

 

 

図 3：偉大な企業に変革する要素  

（出典：コリンズ (2001)「レベル５リーダーシップ」をもとに筆者作成）  

33--11．．レレベベルル５５リリーーダダーーシシッッププ  

 レベル５リーダーは、比類のない謙虚さ、かつプロフェッショナルと

して意志の強さを兼ね備えた人物であり、この逆説的な性質を兼ね備え

た経営者が、「まあまあ」から「偉大な」企業に変貌させるとした。ま

た、当該企業が危機的な状況にあったか安定していたか、消費財企業か

生産財企業か、サービス会社かメーカーかといった区別は問題にならず、

変革が行われた時期や企業の規模の違いも関係ないとしている（コリン

ズ,2001）。この節では、これらの要素の具体例を提示することを目的

に、本書の展開（図４）に沿ってレベル５リーダーシップを要約する。 
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３３．．仮仮説説提提示示  

 この節は、地方都市における自力再建型の民事再生を成し遂げた経営

者の要素を明らかにするため、既存のリーダーシップ理論を提示する。 

 経営再建は、進むも地獄、退くも地獄と例えられるとおり、経営者に

は多くの課題が山積している。たとえば、自力再建型の民事再生をはじ

める経営者は、経営資源（ヒト・モノ・カネ・情報）の再構築に取り組

まなければならない。そこには、現状を素早く認識する判断力が求めら

れる。さらに、経営資源のなかでも、カネについては一刻の猶予もない。

再建までの資金繰りを見誤ると、破産への道を歩むことになる。そこに

は、計画を実行する行動力が求められる。 

 このように、経営者には短期間に重大な決断が何度も迫られる。そし

て、金融機関をはじめ取引先や従業員等の理解と協力も得られなければ、

民事再生を成し遂げるのは困難になる。これらを実現しようとする経営

者には、厳格な姿勢が問われ、自主性・自律性・主体性などを兼ね備え

たリーダーシップの要素が不可欠である。とはいえ、その判断と行動の

一貫性は容易ではない。それを支える内面の強さが必要になる。それを

本稿では、“謙虚さ”と“意志の強さ”と仮定する。それが具体的にど

のようなものかを、同じ要素で構成された「レベル５リーダーシップ」

理論で説明する。 
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 本理論は、図３に示す２つの要素で構成されており、そのうちのレベ

ル５リーダーシップ（図３：要素１）が、自社に高い成長力を生み、そ

れを持続させた企業の経営者に不可欠な要素として取りあげられている。 

 

 

図 3：偉大な企業に変革する要素  

（出典：コリンズ (2001)「レベル５リーダーシップ」をもとに筆者作成）  

33--11．．レレベベルル５５リリーーダダーーシシッッププ  

 レベル５リーダーは、比類のない謙虚さ、かつプロフェッショナルと

して意志の強さを兼ね備えた人物であり、この逆説的な性質を兼ね備え

た経営者が、「まあまあ」から「偉大な」企業に変貌させるとした。ま

た、当該企業が危機的な状況にあったか安定していたか、消費財企業か

生産財企業か、サービス会社かメーカーかといった区別は問題にならず、

変革が行われた時期や企業の規模の違いも関係ないとしている（コリン

ズ,2001）。この節では、これらの要素の具体例を提示することを目的

に、本書の展開（図４）に沿ってレベル５リーダーシップを要約する。 
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図 4：レベル５リーダーシップの要素  

（出典：コリンズ (2001)「レベル５リーダーシップ」をもとに筆者作成）  

謙謙虚虚ささ［［１１］］のの要要約約  

 レベル５リーダーは、自社あるいは同僚の経営幹部の活躍ぶりについ

ては延々と話し続けるが、自らの話となると本能的に避けようとしてい

る。みずからについて語ってほしいと迫ると、「自分か何か大物である

かのように見られるのは本意ではないですね」とか、「当社に起きたこ

とについて、私が大きく貢献しているとは思いません。素晴らしい社員

に恵まれたことに尽きます」とか述べる。「私よりもうまくこの職務を

果たせる人間は、社内にたくさんいます」とさえ言った人もいる。一方、

比較対象とした企業事例のうち、３分の２以上に経営者の肥大したエゴ

が見られ、それがその会社を破滅に導いたり、凡庸さを放置させたりす

る原因になっていた。このパターンが顕著なのは、持続性に駆ける企業

群であった。つまり、有能で自己中心的なレベル４リーダーに率いられ

ている間は業績に改善が見られるが、やがて衰退してしまうのである。 

謙謙虚虚ささ［［２２］］のの要要約約  

 レベル５リーダーとして紹介されるコールマン・Ｍ・モックラーは、

ジレットの危機のただ中にあった。自社を狙う３回の乗っ取り攻勢に完

全と立ち向かい、勝利を収めた。その時も、モックラーは落ち着いたふ

だん通りの態度を保ち、まずふだんの仕事を片づけてから乗っ取り対策

に取りかかった。プロキシー・ファイト（株主委任状争奪戦）の際、彼

を中心とする数人のトップ幹部は、合計数千名の投資家に一人ずつ電話

をかけ、その信任を勝ち取った。 

 こうしたモックラーは、控えめで慇懃（いんぎん）、貴族的とさえい

える、物腰の柔らかい人物であった。乗っ取り屋との勇ましい戦いの最

中でも、内気で礼儀正しい姿勢を失うことはなかった。その穏やかさは

内面の激しさを覆い隠す仮面であり、自分が関わった案件すべてを最高

のものにしようという情熱があった。 

謙謙虚虚ささ［［３３］］のの要要約約  

 レベル５リーダーは、自分のことより会社のことばかり考えているた

め、おしなべて優れた後継者を選んでいる。そして、次の世代にはもっ

と大きな成功を収めることを望んでいる。また、成功の起源が実は自分

にあることを知る人がいなくても、いっこうにかまわないと考えている

者もいる。 

 対照的に、レベル４のリーダーは、持続的な成功に向けて自社の体制

を整えるのに失敗することが多い。「結局、自分の偉大さを証明するた

めには、自分が離れたらその会社は駄目になった、というのが最善では

ないか...」と考える。比較対象とした企業の４分の３以上で、後継者

が失敗するような要因を残したり、力不足の後継者を選んだり、あるい

はその双方の失敗を犯している例が見られた。 

謙謙虚虚ささ［［４４］］のの要要約約  

ププロロフフェェッッシショョナナルルととししててのの意意志志のの強強ささ［［４４］］のの要要約約  

 レベル５リーダーとして紹介されるラン・Ｌ・ワーツェルは、倒産寸

前の不安定な企業だったサーキットシティを、米国で最も成功したエレ

クトロニクス小売企業へと変化させた。ワーツェルに対し、サーキット

シティを変革させた要因を、重要な順に５つ挙げるよう頼んだところ、
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め、おしなべて優れた後継者を選んでいる。そして、次の世代にはもっ

と大きな成功を収めることを望んでいる。また、成功の起源が実は自分
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第１位は、驚いたことに「幸運」という要因だった。「恵まれた業界に

いたんですよ。追い風が吹いていましたからね」と語った。ワーツェル

は変革成功の大部分が自分の功績であることを認めず、主に適切なタイ

ミングで適切なポジションにあったことを理由にした。それでも、まあ

まあの企業から偉大な企業へと変革させ、持続性を維持するための要因

は何かと尋ねたところ、「まず思い浮かぶのは、幸運ということですね。

素晴らしい後継者を得たことは、私にとって幸運でした」と答えた。 

 もう一人のレベル５リーダーとして紹介されるジョゼフ・カルマン３

世は、フィリップ・モリスの成功を自分の功績とすることを頑なに拒ん

だ。彼もまた、偉大な同僚、優秀な後継者、そして同様の前任者を得た

という幸運のおかけだと言う。 

 一方、比較対象企業の幹部のほうには興味深いパターンがあった。自

分たちの状況を不運のせいにして、直面した環境の困難さを嘆くことが

多かったのである。 

ププロロフフェェッッシショョナナルルととししててのの意意志志のの強強ささ［［１１］］のの要要約約  

 レベル５リーダーとして紹介されるダーウィン・スミスは、キンバリ

ー・クラークを再建した。スミスがＣＥＯに就任してまもなく、彼を中

心とする経営陣は、キンバリー・クラークの伝統的なコアビジネスであ

るコート紙の事業は確実に衰退の一途をたどる、という結論に達した。

そこでスミスは、同社の歴史上最も劇的な決定を下した。それが「製紙

工場の売却」という決断であった。同事業は収益性が低いため、参入企

業が少なく競争は激しくなかった。一方、収益性は高いが、Ｐ＆Ｇなど

世界的な競合企業がひしめく、消費者向け紙製品事業という戦場に突き

進んでいくとすれば、大成功か破滅かのどちらかだろう、と経営陣は考

えた。それでもスミスは、複数の製紙工場の売却を発表した。その中に

は、社名の由来となったウィスコンシン州キンバリーの工場も含まれて

いた。売却益はすべて、消費財事業に注ぎ込まれた。ビジネス誌には愚

かな決断として叩かれ、ウォール街のアナリストもすぐに同社株の格付

けを引き下げた。しかし、スミスはけっしてひるんだりはしなかった。

結果、25 年度のキンバリー・クラークは、スコット・ペーパーを傘下

に納め、８つの製品カテゴリーのうち６つでＰ＆Ｇとの競合に勝利を収

めている。 

 こうしたスミスは、一般的に信じられている傑出したリーダーではな

く、内気で控えめ、臆病にさえ見える。注目を浴びることを避けるスミ

スは、けっして見栄を張らないし、その裏には、現実に対する、強烈な、

禁欲的とさえ言える決意が潜んでいる。 

 

ププロロフフェェッッシショョナナルルととししててのの意意志志のの強強ささ［［２２］］のの要要約約  

 レベル５リーダーとして紹介されるチャールズ・Ｒ・「コーク」・ウ

ォルグリーン三世は、時代遅れになっていたウォルグリーンズを再建し、

市場平均の 16 倍もの投資パフォーマンスを達成した。他の経営陣と何

年にもわたって対話と議論を繰り返した結果、事業転換という決定的な

決断を下した。その発表は、今後 5 年間で、当時 500 ヵ所以上あったレ

ストラン事業から完全に撤退することであった。なにより問題なのは、

外食店舗の一部はＣＥＯの名前にちなんで命名されていた感情的な部分

にある。しかし、コークにはそんなことはどうでもよかった。余計なも

のすべてを放棄し、世界でトップに立てる分野（コンビニエンスストア

事業）に集中するには、伝統に逆らってでも、そう行動するつもりであ

った。 

 こうしたコークは、穏やかで、しかしけっして曲げることなく、シン

プルな鉄の意志をもっていた。 

ププロロフフェェッッシショョナナルルととししててのの意意志志のの強強ささ［［３３］］のの例例  

 レベル５リーダーとして紹介されるジョージ・ケインは、すっかり低

迷していたアボット・ラボラトリーズのＣＥＯに就任した。同社は同族

企業で、製薬産業の下位４分の１に沈んだまま、稼ぎ頭である特定の製

品にすがっていた。ケインは最初の任務に、同社が凡庸であることの根

本的な原因の一つである「縁故主義」を打破するため、親戚社員を解雇

した。通常、このような無慈悲ともいえる改革は、会社再建のために外

部から招請された経営者にしか期待できない。しかし、ケインは勤続

18 年を数える内部の人間であり、しかも、前社長の息子という一族の

一人であった。 

 こうしたケインは、見栄を張らないで、組織を活性化させられるほど

華々しい性格ではなかったが、もっと強力な「向上心」を備えていた。

彼はどんなことであろうと、凡庸であることに耐えられず、「そこそこ

ならば、それでよし」という考え方に疑問を持たない輩には我慢がなら

ない思考であった。 

４４．．経経営営再再建建のの事事例例研研究究  

 この節は、経営の警戒意識によって生じる経営者の要素と、経営再建

に不可欠な内面の強さを導く。 

 老舗企業の経営者は、図２で示した現状維持水準を継続的なものにす

るため、経営の危機（図２：③）回避にあっては、過去のセルフチェッ

クを、経営の再建（図２：④）にあっては、未来にむけたセルフコント
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 レベル５リーダーとして紹介されるチャールズ・Ｒ・「コーク」・ウ

ォルグリーン三世は、時代遅れになっていたウォルグリーンズを再建し、

市場平均の 16 倍もの投資パフォーマンスを達成した。他の経営陣と何

年にもわたって対話と議論を繰り返した結果、事業転換という決定的な
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 老舗企業の経営者は、図２で示した現状維持水準を継続的なものにす
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ロールを、欠かさないよう努めているものと考えられる（図 1-3）。 

 そこでこの節では、セルフコントロールの重要性を考察する。 

 まずは、日本国内の中小企業が、経営破綻時にどのような処理をした

のかを明らかにするため、企業共済協会の「中小企業調査研究報告書」

から、過去 20 年間に経営破綻した約 27 万 3 千社の規模と処理を整理す

る。続いて、適時適正な判断と行動の基となる要素を明らかにするため、

民事再生を成し遂げた小規模企業経営者の事例を整理する。 

44--11．．中中小小企企業業調調査査研研究究報報告告書書  

 企業共済協会の「中小企業調査研究報告書」から、経営破綻について

調査した過去 20 年間分を編集し、約 27 万 3 千社の破綻の規模と処理を

整理する。 

（１）調査方法 

東京商工リサーチによる調査から、情報及び資料の提供を受けている。 

（２）調査対象地域 

全国を調査対象地域としている。 

（３）集計期間 

当該年度の 4 月 1 日を始期とし、翌年 3 月 31 日を終期としている。 

（４）倒産の定義 

本調査における用語の定義は次のとおりである。 

倒産：銀行取引停止処分並びに破産法、民事再生法、会社更生法による

手続きと会社法の特別清算手続き、及びこれらによらない内整理等によ

り事実上倒産した場合をいう。ただし、2006 年度までは旧商法による

整理開始も含まれる。本報告書においてはそれぞれ「銀行取引停止」

「破産」「再生手続」「会社更生法」「特別清算」「その他」として分

類・表記する。ただし、1999 年度までの倒産件数は「和議開始」の件

数である。 

（５）倒産形態別の統計  

本調査の集計期間は 1999 年から 20 年間とし、倒産形態別の企業数を、

経年と負債規模で表している（表３）。 

  

表 3：負債規模別・倒産形態別倒産件数の年度別推移  

 

（資料：企業共済協会「中小企業調査研究報告書」をもとに筆者作成）  

（６）統計の考察 

 日本における中小企業の倒産形態のうち、再建型（再生手続き・商法

整理・会社更生法）の手続きができたのは、全体のわずか 5.9％しかな

かった。さらに、小規模企業が選択できる「民事再生」に限定すると、

全体の 3.8％にまで減少する。これをさらに「自力再建型」と「スポン

サー型」に大別すると、おそらく小規模企業が自力再建できるケースは

僅少となるであろう。また、負債額の減少に応じて、民事再生件数も減

少するのは、再建を実行できる人材や、事業などの経営環境も不足して

いると考えられる。このことから、再建には複数の条件が重層的に絡み

合い、小規模企業にはますます難易度の高い破綻処理であるといえる。 
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44--22．．ＡＡ社社のの民民事事再再生生のの事事例例  

44--22--11．．ＡＡ社社のの概概要要（（22002211 年年 77 月月現現在在））  

所在地：人口 70 万都市 事業内容： 

設立 ：昭和 61 年  ① 空調工事  

資本金：3 千万円  ② 空調機メンテナンス  

代表 ：Ｂ氏（51 歳）  ③ 油圧機器販売  

従業員：約 10 名  ④ 環境設備機器販売  

売上高：1 億 5 千万～2 億円   

44--22--22．．倒倒産産のの原原因因  

 2012 年 8 月末、Ａ社に突如として資金ショートが発覚した。経営者

Ｂ氏がそれを知ったのは、わずか数ヶ月前のこと。この間に破産か再建

かの大きな決断が迫られることとなった。いずれを選択するにしても、

まずは期日が迫る手形の不渡りを回避しなければならない。手形の不渡

りは、２回目の決済ができなくなると「銀行取引停止処分」となる。こ

の処分は、多くの場合、結果的に破産や清算の道を歩むこととなる。そ

こで経営者Ｂ氏は、同年７月末に民事再生手続開始の申立をし、事実上

の再建型の倒産となった。負債総額は約 1 億 8 千万円、年間の売上高に

相当する大きなものであった。 

 Ａ社が突然の倒産となった原因は、次の４つにある。①従業員Ｃ氏の

横領かつ背任行為によるもの、②顧問税理士Ｄ氏がその会計処理を容認

したこと、③会社規模に比べ高額な融通手形を運用したこと、④経営者

Ｂ氏が善管注意義務を怠ったこと、などに集約することができる。これ

らの背景にあるのは、Ａ社が親族経営であったことに起因する。たとえ

ば、従業員Ｃ氏は、創業者（経営者Ｂ氏の祖父）の時代から出納を任さ

れた親族であった。そして、従業員Ｃ氏が振出した融通手形が、社外の

別の親族Ｅ氏に渡っていた。それらの不正な会計処理を知りながら、容

認した顧問税理士Ｄ氏もまた、先代からの付き合いであった。結果的に

は、親族内で常態化していたこの不正会計が行き詰まり、突然の資金シ

ョートをまねいた。 

 一方、経営者Ｂ氏は、すべての会計処理を従業員Ｃ氏に委ねていた。

また、顧問税理士Ｄ氏を経て報告される不正な決算資料に疑いをもつこ

ともなかった。その結果、資金ショートの発覚が遅れてしまった。この

ような事故はめずらしいことではない。家族や親族が経営の主体となり、

なおかつ黒字経営を続けていたＡ社のような小規模企業は、互いを信頼

し注意を怠るケースは他社でもみられる。経営者Ｂ氏は当時をふりかえ

り、善管注意義務違反だったと深く反省している。 

44--22--33．．民民事事再再生生ののププロロセセスス  

 東京商工リサーチ「民事再生法適用企業の追跡調査（ 2000-2015 年

度）」によると、民事再生を申請した企業のうち、2016 年 8 月末の時

点で事業を継続している企業（生存企業）は、約 3 割（29.1％）である

という。一方、事業を継続できなかった約 7 割の企業（消滅企業）をみ

ると、民事再生がいかに難しい破綻処理であるかがわかる（東京商工リ

サ ー チ ,2017） 。 た と え ば 、 民 事 再 生 を 申 請 し て も 、 消 滅 し た 企 業 の

42.5％が「終結」前に姿を消す。これは自力で再生計画を完遂すること

が困難だったと予想できる。また、消滅した企業の 57.4％は「終結」

後に姿を消す。これは自力で事業を継続することが困難だったと予想で

きる。いずれも経営再建の難しさを示している。 

 この節では、Ａ社の民事再生手続きのフロー（図５）のうち、ポイン

トを次の５つにしぼり、Ａ社の事例を整理する。（１）民事再生の主導

は誰か、（２）頼れるキーマンがいるか、（３）資金の余力はあるか、

（４）再生計画は本業の収益力を示しているか、（５）債権者集会の理

解が得られるか、などの取り組みを具体的に示す。 

 

図 5：民事再生手続きのフロー  

（出所：筆者作成）  
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（（１１））民民事事再再生生のの主主導導はは誰誰かか。。  

 Ａ社は自力再建の道を選択し、そして、経営者Ｂ氏が留任した。制度

の上では、経営破綻時の代表者がそのまま継続できる。ところが、代表

者の安易な継続は、債権者や取引先の理解と協力が得られない可能性が

ある。なぜなら、債権の減免を強いられる債権者の関心は、再生債権の

弁済率にあり、また、取引先の関心は、再生手続き後の取引の安全性に

ある。ここで重要なのは、有効な経営資源を見極め、経営再建のパフォ

ーマンスを最も高められる人物であること。つまり、再生計画の高い実

効性と、債権者や取引先との信頼関係が求められている。 

 自力再建を選んだＡ社には、もちろん資金の後ろ盾となるスポンサー

はいない。コア事業を最大限に活用し、日常の業務を維持しながら、資

金をより高い弁済率に充当させなければならない。経営者Ｂ氏は、この

重要な局面を外部の専門家に任せることなく、自主的に民事再生の制度

を知ることからはじめた。これは民事再生を自らが成し遂げようとする

覚悟でもあった。とはいえ、地方都市の小規模企業経営者が、自ら主導

して民事再生を成し遂げるのは容易ではない。なぜなら、地方都市の経

営環境がそれを難しくしている。 

 たとえば、多くの顔見知りによって地域が形成されている場合、真偽

定かでない情報が風評被害となりやすい。また、長期の定住者が多い地

域の場合、民事再生というドライな制度が、人間関係を修復困難にさせ

てしまう。それらで信頼関係が崩れてしまうと、後述する取引先との条

件悪化や、債権者の不同意につながるおそれがある。このことから、多

くの経営者が姿を隠し、外部の専門家に委ねるケースが散見される。 

 そこで経営者Ｂ氏は、法的制度における民事再生の知識だけでなく、

地域との共生、信頼関係を維持するためにも、すべてにおいて責任をも

ち、自己決定で再建を成し遂げる覚悟をもって取り組んだ。 

（（２２））頼頼れれるるキキーーママンンががいいるるかか。。  

 経営者Ｂ氏は、自らが民事再生を主導する決心をした。だが、民事再

生の経験はもちろんない。そこで、旧知の間柄であった、弁護士Ｆ氏と

税理士Ｇ氏の専門家を招請した。ここで重要なのは、経営破綻を恥じる

ことなく、再建に向けて直ちに行動すること。なぜなら、民事再生は短

期決戦であることが多い。再生手続申立から、再生計画決議まで概ね半

年程度のスケジュールで進行する。ここには、熱意だけでは乗り越えら

れないテクニカルな制度と交渉の壁が存在している。 

 たとえば、保全処分後の資金繰り、再生計画書の作成、債権者集会、

など多くの専門的な課題がある。この課題解決に、経営者の再建に向け

た熱意が組み込まれていなければ、実現性の高い再生計画案として、短

期に裁判所の認可を得ることは困難である。 

 ところが、地方都市には民事再生を得意とする専門家が少ない。また、

不名誉な事実を知られたくないなどのプライドが邪魔することもある。

そのため、短期に手続きを進められる経験者を求めて、大都市の専門家

に頼るケースがみられる。結果的に、これが表面的な再生計画案となり、

経営再建が失敗する原因になることもある。 

 すなわち、経営再建に不可欠なのは、経営者の熱意と、その熱意に２

人３脚で伴走してくれる身近な専門家である。その頼れるキーマンが、

経営者Ｂ氏には存在した。 

（（３３））資資金金のの余余力力ははああるるかか。。  

 経営者Ｂ氏は、完全な資金難に陥る前に、再生手続申立（図５：[1]）

に踏み切った。多くの経営者が、何とか経営破綻を回避しようと、ギリ

ギリの状態まで資金集めに奔走する。しかし、この判断の遅れが、結果

的に民事再生を失敗させる原因になり得る。ここで重要なのは、破綻回

避を潔く諦め、再建に転換するタイミングを見極めること。なぜなら、

単に民事再生さえすれば、法がすべてを救済してくれるわけではない。

どんなに資金が苦しい破綻企業であっても、着手金や特定の債務は履行

しなければならない。ここには、伸るか反るかの勇気よりも、収支を冷

静に見極める判断が求められる。 

 具体的には、再生手続申立（図５：[1]）には予納金が必要である。

負債額や地方の裁判所で設定金額は異なるものの、Ａ社では 400 万円を

支弁しなければならなかった（表４）。また、依頼する弁護士や税理士

への報酬も手配しなければ、そもそも民事再生がはじまらない。 

 さらに、再生手続開始決定後（図５：[3]）にも、資金の確保が必要

となる。保全命令によって、申立て前の債務の弁済は暫定的に禁止とな

るが、例外的に、①従業員への未払賃金、②社会保険料、③税金、など

はその対象とならない。仮に多額の滞納があれば、直ちに資金不足に陥

ることになる。 

 とはいえ、民事再生の取り組みが早ければ良いものでもない。取引先

にとっては、債権の減免を強いられるため、簡単には容認できない。そ

れも突然に民事再生を知らされたとなれば、取引先の心証はかなり悪く

なる。これが取引条件の悪化や、取引停止につながることもある。 

 そこで、経営者Ｂ氏は、自社の収支を冷静に見極め、再生手続申立前

に、主要な取引先の買掛金を事前に精算した。これらの行動は、Ａ社に

あっては、取引条件の維持や、取引先との信頼性確保を目的とし、取引

先にあっては、債権の回収不能を回避するだけでなく、連鎖倒産の防止

に効果を発揮する。このタイミングの見極めが、民事再生手続き後も取
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（（１１））民民事事再再生生のの主主導導はは誰誰かか。。  
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税理士Ｇ氏の専門家を招請した。ここで重要なのは、経営破綻を恥じる

ことなく、再建に向けて直ちに行動すること。なぜなら、民事再生は短

期決戦であることが多い。再生手続申立から、再生計画決議まで概ね半

年程度のスケジュールで進行する。ここには、熱意だけでは乗り越えら

れないテクニカルな制度と交渉の壁が存在している。 

 たとえば、保全処分後の資金繰り、再生計画書の作成、債権者集会、

など多くの専門的な課題がある。この課題解決に、経営者の再建に向け

た熱意が組み込まれていなければ、実現性の高い再生計画案として、短

期に裁判所の認可を得ることは困難である。 

 ところが、地方都市には民事再生を得意とする専門家が少ない。また、

不名誉な事実を知られたくないなどのプライドが邪魔することもある。

そのため、短期に手続きを進められる経験者を求めて、大都市の専門家

に頼るケースがみられる。結果的に、これが表面的な再生計画案となり、

経営再建が失敗する原因になることもある。 

 すなわち、経営再建に不可欠なのは、経営者の熱意と、その熱意に２

人３脚で伴走してくれる身近な専門家である。その頼れるキーマンが、

経営者Ｂ氏には存在した。 

（（３３））資資金金のの余余力力ははああるるかか。。  

 経営者Ｂ氏は、完全な資金難に陥る前に、再生手続申立（図５：[1]）

に踏み切った。多くの経営者が、何とか経営破綻を回避しようと、ギリ

ギリの状態まで資金集めに奔走する。しかし、この判断の遅れが、結果

的に民事再生を失敗させる原因になり得る。ここで重要なのは、破綻回

避を潔く諦め、再建に転換するタイミングを見極めること。なぜなら、

単に民事再生さえすれば、法がすべてを救済してくれるわけではない。

どんなに資金が苦しい破綻企業であっても、着手金や特定の債務は履行

しなければならない。ここには、伸るか反るかの勇気よりも、収支を冷

静に見極める判断が求められる。 

 具体的には、再生手続申立（図５：[1]）には予納金が必要である。

負債額や地方の裁判所で設定金額は異なるものの、Ａ社では 400 万円を

支弁しなければならなかった（表４）。また、依頼する弁護士や税理士

への報酬も手配しなければ、そもそも民事再生がはじまらない。 

 さらに、再生手続開始決定後（図５：[3]）にも、資金の確保が必要

となる。保全命令によって、申立て前の債務の弁済は暫定的に禁止とな

るが、例外的に、①従業員への未払賃金、②社会保険料、③税金、など

はその対象とならない。仮に多額の滞納があれば、直ちに資金不足に陥

ることになる。 

 とはいえ、民事再生の取り組みが早ければ良いものでもない。取引先

にとっては、債権の減免を強いられるため、簡単には容認できない。そ

れも突然に民事再生を知らされたとなれば、取引先の心証はかなり悪く

なる。これが取引条件の悪化や、取引停止につながることもある。 

 そこで、経営者Ｂ氏は、自社の収支を冷静に見極め、再生手続申立前

に、主要な取引先の買掛金を事前に精算した。これらの行動は、Ａ社に

あっては、取引条件の維持や、取引先との信頼性確保を目的とし、取引

先にあっては、債権の回収不能を回避するだけでなく、連鎖倒産の防止

に効果を発揮する。このタイミングの見極めが、民事再生手続き後も取
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引先の理解と協力につながるものとなった。 

 つまり、経営再建に不可欠なのは、再生手続申立（図５：[1]）の適

切なタイミングの見極めである。自社都合のタイミングでは、取引先と

の信頼を失い、タイミングを逸してしまうと、自社のすべてを失うこと

となる。その判断が、経営者Ｂ氏は適切であった。 

表 4：民事再生手続き費用一覧  

 

（資料：地方裁判所発行物を参考に筆者作成）  

（（４４））再再生生計計画画はは本本業業のの収収益益力力をを示示ししてていいるるかか。。  

 再生計画とは、ヒト・モノ・カネ・情報などの経営資源を再構築し、

自社のコアビジネスを再定義することからはじまる。そして、再構築に

よって生みだした収益から、再生債権をより高い弁済率に充てる計画を

示すのが再生計画（図５：[7]）である。 

 たとえば、ヒトにあっては、①経営者（留任か交代か）、②従業員

（維持か入替えか）、③取引先（維持か開拓か）、などを検討する。そ

して、モノにあっては、①コア事業（既存か新規か）、②顧客（既存か

新規か）、③営業（移転か縮小か）、など資源の構築を見直す。最後に

カネにあっては、コア事業を回転させる資金計画が中心となる。再生計

画は、これらが最も高いパフォーマンスとなるよう再構築する。 

 とはいえ、自社の都合で計画できるほど容易ではない。最終的には裁

判所の認可を要するが、その以前に債権者の理解と協力を求めなければ

ならない。なぜなら、債権者は自らの債権を減免し、再生債権がいくら

回収できるかこの再生計画で決まる。すなわち、破綻企業の挑戦的な再

構築プランよりも、安定的な範囲でより高い弁済率を示す再構築プラン

との妥協点を探っている。ここで重要なのは、確実性のある再構築プラ

ンで、弁済率の危険水準と安定水準を明確に示すこと。仮にこの再生計

画提案に失敗すると、債権者から、経営者の交代や、Ｍ＆Ａなどの決断

を迫られることになるであろう。 

 帝国データバンク「民事再生法弁済率調査」によると、2017 年に再

生計画認可を受けた企業の平均弁済率は 15.3％であると発表した。同

調査の 2009 年は 12.4％、2001 年は 24.2％の平均弁済率であった（帝国

データバンク,2018）。Ａ社のケース（表５）でみると、負債額５億円

未満の平均弁済率 7.3％に比べ、経営者Ｂ氏は 33％の再生計画を債権者

に提案した。 

表 5：負債額別平均弁済率  

 

（資料：帝国データバンク「民事再生法弁済率調査」をもとに筆者作成）  

 それが実現したのも、（３）に示した取引先への事前精算が奏功した。

一部の取引先からは現金決済などの条件変更を求められたものの、結果

的には取引先を失うことなく、従前の事業をすぐに再開することができ

た。民事再生の公告後には、ある程度の顧客離れも予想されるが、コア

事業の安定性が再生手続申立時（図５：[1]）から維持できたことが、

平均弁済率を大きく上回る再生計画案の実行につながった。 

（（５５））債債権権者者集集会会のの理理解解がが得得らられれるるかか。。  

 破綻企業が再生計画案提出後（図５：[7]）、債権者による債権者集

会（図５：[8]）によって、その是非が審議される。可決（図５：[9]）

となれば再生手続は継続するが、否決されれば再生手続は廃止となり、

破産によって企業は消滅する。ここも大きな分岐点の一つである。再生

計画案が可決されるためには、次の２つの条件を満たさなければならな
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引先の理解と協力につながるものとなった。 
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新規か）、③営業（移転か縮小か）、など資源の構築を見直す。最後に

カネにあっては、コア事業を回転させる資金計画が中心となる。再生計

画は、これらが最も高いパフォーマンスとなるよう再構築する。 

 とはいえ、自社の都合で計画できるほど容易ではない。最終的には裁

判所の認可を要するが、その以前に債権者の理解と協力を求めなければ

ならない。なぜなら、債権者は自らの債権を減免し、再生債権がいくら

回収できるかこの再生計画で決まる。すなわち、破綻企業の挑戦的な再

構築プランよりも、安定的な範囲でより高い弁済率を示す再構築プラン

との妥協点を探っている。ここで重要なのは、確実性のある再構築プラ

ンで、弁済率の危険水準と安定水準を明確に示すこと。仮にこの再生計

画提案に失敗すると、債権者から、経営者の交代や、Ｍ＆Ａなどの決断

を迫られることになるであろう。 

 帝国データバンク「民事再生法弁済率調査」によると、2017 年に再

生計画認可を受けた企業の平均弁済率は 15.3％であると発表した。同

調査の 2009 年は 12.4％、2001 年は 24.2％の平均弁済率であった（帝国

データバンク,2018）。Ａ社のケース（表５）でみると、負債額５億円
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に提案した。 

表 5：負債額別平均弁済率  

 

（資料：帝国データバンク「民事再生法弁済率調査」をもとに筆者作成）  

 それが実現したのも、（３）に示した取引先への事前精算が奏功した。
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た。民事再生の公告後には、ある程度の顧客離れも予想されるが、コア
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（（５５））債債権権者者集集会会のの理理解解がが得得らられれるるかか。。  

 破綻企業が再生計画案提出後（図５：[7]）、債権者による債権者集

会（図５：[8]）によって、その是非が審議される。可決（図５：[9]）

となれば再生手続は継続するが、否決されれば再生手続は廃止となり、

破産によって企業は消滅する。ここも大きな分岐点の一つである。再生
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い。①債権者の過半数の賛成、②債権総額の２分の１以上の賛成、この

２つが可決される必要がある。ここで重要なのは、大口債権者の同意を

できるだけ早期に得ること。なぜなら、すべての債権者は、いたずらに

提案を否決することもできれば、債権者から新たに提案することもでき

る。また、民事再生手続き中であっても、抵当権を実行されれば、工場

や製造機械などを失いかねない。ここでも、債権者の理解と協力が不可

欠である。 

 Ａ社の債権者数は、金融機関を中心に７社であった。経営者Ｂ氏は、

再生計画案可決の２条件を獲得するため、税理士Ｇ氏と共に事前の戸別

訪問を行った。初回訪問の結果はもちろん、賛成もあれば不同意もある。

訪問時に債権者がみているのは、弁済率の高さに加えて、経営者が本気

で事業を続けられるかどうかの姿勢であろう。その熱意を伝えるために

も、経営者が個別に訪問し、再生計画案を説明することも有効である。 

 ところが、多くの経営者がこの行動を苦手としている。なぜなら、自

らの失敗によって破綻した企業の代表には、債権者への謝罪と同時に、

債権者からの怒りや叱責、責任追及の声が浴びせられることもある。ま

た、再生計画案の作成を弁護士や税理士に任せた経営者は、債権者への

説明が不十分になることが多い。債権の減免を強いられる債権者は、再

生計画案に本気で質問をぶつけてくるため、経営者の頼りない対応が、

かえって不安を与えることになりかねない。 

 ここでの経営者Ｂ氏は、準備段階から再生実現への強い決意と信念を

もって主導的に取り組んでいた。それは税理士Ｇ氏も高く評価しており、

その積極的な行動が、専門家をリードする場面も多かったと語っている。

すなわち、経営者の熱意が専門家を動かし、この両者が一体となって再

建に挑んだことが、困難とされる民事再生を成し遂げたと考えられる。 

44--33．．事事例例研研究究ののままととめめ  

 第 4-1 節の日本の中小企業の倒産形態は、全部で７種に分類された。

そのうち再建型の処理をしたのは、全体のわずか 5.9％しかない。さら

に、小規模企業が選択できる「民事再生」に限定すると、全体の 3.8％

にまで減少する。これをさらに「自力再建型」と「スポンサー型」に大

別すると、小規模企業が自力再建できるケースは僅少となり、おそらく

その難易度は最も高くなる。第 4-2 節で取りあげた業Ａ社は、まさにそ

のケースであり、経営者Ｂ氏は、その高い壁を乗り越えた。 

 第 4-2 節では、経営者Ｂ氏が民事再生を成功させた要因を、次の５つ

にまとめた。（１）民事再生の主導は誰か、（２）頼れるキーマンがい

るか、（３）資金の余力はあるか、（４）再生計画は本業の収益力を示

しているか、（５）債権者集会の理解が得られるか、この５つである。

そのすべての中心人物が、経営者であった。民事再生は、経営破綻とい

う圧倒的な資金不足を解消させる法的制度であるが、その計画をつくる

のもヒトであり、それを承認するのもヒトである。つまり、経営者の再

建に対する姿勢と、債権者や取引先との信頼関係が成否を分ける。そこ

に大きく寄与するのが、経営者のリーダーシップであり、その経営者の

適時適切な判断と行動が民事再生の成功要素（図 1-6）となり、企業に

継続性を生みだすといえる。 

 

図 1-6：老舗企業に不可欠な要素  

（出所：筆者作成）  

 このことから、小規模企業の経営者が、自社の経営危機を救うために

は、あらゆる警戒意識をもって、常に自らの行動を正しくコントロール

しなければならない（図 1-7）。とりわけ、その一貫性には、経営者と

しての内面の強さと、それに基づく厳格な行動が不可欠である。本事例

では、この内面の強さが、自社を再建させようとする意志の強さと、取

引先や関係者との信頼を重んじる謙虚さであった。すなわち、経営者が

もつ“意志の強さ”と“謙虚さ”が、適時適切な判断と行動につながり、

ひいては、企業に継続性を与える要素（図 1-7）になるといえる。 

 

図 1-7：老舗企業に不可欠な要素  

（出所：筆者作成）  
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５５．．仮仮説説検検証証  

 民事再生は、申立から認可まで短期のうちに決することから、経営者

の心理的苦悩は計り知れない。いつ転落するか知れない崖っぷちの経営

状態のなか、これまで以上に日々の業務に注意を凝らしつつ、民事再生

の展開に度重なる決断が迫られる。多くの経営者にそのような経験がな

く、自己決定の成否に悩み苦しむのは当然のことであろう。そのうえ、

苦労して民事再生に取り組んだとしても、約７割が消滅企業となる現実

が待ち受けている。この民事再生の難しさは、法的制度のテクニカルな

課題だけでなく、経営者の心理的負担も、消滅原因の一つにあると考え

られる。特に自力再建型の経営者には、その負担がより大きなものとな

るであろう。 

 事例研究のＡ社は、地方都市の小規模企業であり、自力再建型で民事

再生を成し遂げた。それを主導した経営者Ｂ氏は、２名の専門家と共に、

取引先との信頼関係を維持しつつ、高い弁済率の再生計画を達成した。

この成功の要因は、前述の心理的負担を上回る強い意志をもった経営者

が、民事再生を主導したことにあると考えられる。 

 この節では、民事再生を成し遂げた経営者Ｂ氏の判断と行動につなが

る内面の強さと、レベル５リーダーシップの“謙虚さ”と“プロフェッ

ショナルとしての意志の強さ”の２つの要素を比較し検証する。 

 

 

 

 

（再掲）図 4：レベル５リーダーシップの要素  

（出典：コリンズ (2001)「レベル５リーダーシップ」をもとに筆者作成）  

55--11．．謙謙虚虚ささととのの比比較較  

謙謙虚虚ささ［［11］］ととのの比比較較：：適適合合（（ＯＯ））  

 この論文を執筆するにあたり、事例研究の対象者を探していた。テー

マとする「経営再建を成し遂げたリーダーシップの要素」は、経営破綻

という繊細な過去の公表を伴うことから、かなりの難航が予想された。

そのなか経営者Ｂ氏と出会った。経営者Ｂ氏は、筆者のインタビュー申

込みに対し、テーマを聞く前に快諾した。そして、テーマを聞いても態

度は変わらなかった。筆者は快諾の理由について尋ねたところ、「自社

の失敗の経験が、同じような中小企業経営者の教訓になるなら」と、そ

の理由を語ってくれた。また、リーダーシップスタイルの問いについて

は、自らをリーダータイプではないと否定した。経営者Ｂ氏の自己分析

では、リーダーとして誰かを牽引するよりも、マネジャーとして支える

方が向いていると分析していた。 

 しかし、これらは謙遜であろう。なぜなら、経営者Ｂ氏は、地元で

300 名を超える経済団体の代表を拝命したこともある人物で、その職責

にはリーダーシップが欠かせないと考えられる。その在任中の評価は、

団体に所属していた方々からも得られている。 

 これらの発言には、自らの存在を大きく見せることなく、常に穏やか

で控えめな態度が強くみられた。 
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５５．．仮仮説説検検証証  
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謙謙虚虚ささ［［２２］］ととのの比比較較：：適適合合（（ＯＯ））  

 Ａ社の債権者数は、金融機関を中心に７社であった。ここで達成しな

ければならないのは、債権者集会までに、多くの債権者から再生計画案

の内諾を得ることである。そこに求められるのは、再生債権の高い弁済

率と、その弁済の確実性を、専門家によって証明すること。加えて、Ａ

社の経営再建に対する本気度が試されている。そこで経営者Ｂ氏は、税

理士Ｇ氏と共にすべての債権者に戸別訪問を行った。債権の減免を強い

られる債権者との面談は、債務者にとって強い逆風であることが多い。

Ａ社の事例も、当初の予定を覆す大口債権者からの否決や、予想と異な

る結果を示した債権者などがあり、戸別訪問も容易ではなかった。それ

でも諦めることなく、繰り返し理解を求める経営者Ｂ氏の強い信念がみ

られた。 

謙謙虚虚ささ［［３３］］ととのの比比較較：：測測定定不不能能（（－－）） 

事業承継のタイミングに達しておらず、経過観察が必要である。 

謙謙虚虚ささ［［４４］］ととのの比比較較：：適適合合（（ＯＯ））  

 Ａ社の経営破綻の原因は、従業員Ｃ氏の不正な会計処理によるもので

あった。ところが、インタビューの冒頭で、経営者Ｂ氏は自らの善管注

意義務について反省した。たとえば、先代が亡くなり経営権を完全に承

継した際、出納をそのまま任せきりであったこと。その管理不足によっ

て、従業員や取引先に不安を与えてしまったこと。など、経営者として

の失敗を自認したうえで、民事再生の取り組みを語った。一方で、経営

破綻をまねいた従業員Ｃ氏への憤りもあると想像するが、個人的な側面

にはふれることなく、事例研究としての事実のみが明かされた。これら

の発言には、現状を客観的に捉え、自らを律する態度が強くみられた。 

55--22．．ププロロフフェェッッシショョナナルルととししててのの意意志志のの強強ささととのの比比較較   

ププロロフフェェッッシショョナナルルととししててのの意意志志のの強強ささ［［１１］］ととのの比比較較：：適適合合（（ＯＯ））  

 Ａ社の弁済率は、同規模の平均と比べ 4.5 倍も高い水準であった。帝

国データバンク「民事再生法弁済率調査」によると、2017 年に再生計

画認可を受けた企業の平均弁済率は、15.3％であると発表した。同調査

の 2009 年は 12.4％、2001 年は 24.2％の平均弁済率であった（帝国デー

タバンク,2018）。さらに、2017 年の弁済率を負債額別にみると、負債

額５億円未満の平均弁済率は 7.3％まで減少し、全体平均の半分以下で

ある。小規模企業が再建の資金繰りに苦悩するなか、同規模のＡ社の弁

済率は、それを大きく上回る 33％の再生計画を債権者に提案した。 

 その提案に至るまでの経営者Ｂ氏は、従業員や顧客、債権者や取引先

との継続的な関係を重視した。なかでも、主要取引先の債務を事前精算

したこと、また、債権者集会にむけて誠意をもって自ら戸別訪問したこ

となどは、民事再生を成し遂げる触媒としての行動がみられた。 

ププロロフフェェッッシショョナナルルととししててのの意意志志のの強強ささ［［２２］］ととのの比比較較：：適適合合（（ＯＯ））  

 経営破綻に陥る前のＡ社は、２つの軸となる事業が存在していた。そ

のうちの１つは再生手続き直前に分社化しており、民事再生は１つのコ

ア事業で再建を果たした。民事再生の開始から間もなく 10 年を迎える

が、どちらの会社も健全な経営状態である。売上規模の比較は、Ａ社：

分社＝２：１の割合で既存事業が高く、目先の不安も特にないように思

われる。ところが、経営者Ｂ氏は、既存事業Ａ社の存続について、「Ａ

社もあと 10 年くらいかな、これからは分社化した方の事業が軸になる

だろう。」と、将来性について語った。それに対して、Ａ社の現状を知

る税理士Ｇ氏は、「経営者Ｂ氏の堅実さがあれば、おそらく 10 年後も

既存事業は続けられるだろう。」と、持続性について笑談した。それは、

経営者Ｂ氏が現状に甘えることなく、既存のコア事業であっても改革の

対象になることを示すものであった。 

 経営者Ｂ氏にとっての既存事業Ａ社は、先代から受け継ぎ、苦労して

民事再生まで果たした会社である。だが、事業継続の難しさを知る経営

者Ｂ氏には、創業であることや、伝統であることは関係ない。自社が最

善の結果を長期的に生みだすためには、既存の事業を切り捨てる覚悟が

あるという意志の強さがみられた。 

ププロロフフェェッッシショョナナルルととししててのの意意志志のの強強ささ［［３３］］ととのの比比較較：：適適合合（（ＯＯ））  

 Ａ社の経営破綻の原因は、従業員Ｃ氏の不正な会計処理によるもので

あった。その従業員Ｃ氏は、先代から勤める親族であり、経営者Ｂ氏に

とっても近い存在である。今後も続く親族関係を慮ると、従業員Ｃ氏の

処遇について苦悩する。だが、債権者や取引先は、そのような内部事情

は考慮しない。まして債権の減免を強いられる債権者には、不正の放置

などありえない。これまでの縁故主義を断ち切れない経営者と評価され

れば、取引の継続に支障が及ぶ可能性もある。つまり、ここでの経営者

の決断が、債権者や取引先の心証に大きく影響する。 

 そこで経営者Ｂ氏は、債権者との信頼関係を再構築するため、従業員

Ｃ氏を解任するとともに、刑事訴追を決断した。一般的には、このよう

な冷酷とも思える対応は、外部から就任した経営者にしかできない。だ

が、経営者Ｂ氏は、それを明確な行動で示した。Ａ社の事業を継続し、

従業員や取引先を守るためにも、冷酷ではなく厳格な基準によって決断

する意志の強さがみられた。 
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謙謙虚虚ささ［［２２］］ととのの比比較較：：適適合合（（ＯＯ））  

 Ａ社の債権者数は、金融機関を中心に７社であった。ここで達成しな

ければならないのは、債権者集会までに、多くの債権者から再生計画案

の内諾を得ることである。そこに求められるのは、再生債権の高い弁済

率と、その弁済の確実性を、専門家によって証明すること。加えて、Ａ

社の経営再建に対する本気度が試されている。そこで経営者Ｂ氏は、税

理士Ｇ氏と共にすべての債権者に戸別訪問を行った。債権の減免を強い

られる債権者との面談は、債務者にとって強い逆風であることが多い。

Ａ社の事例も、当初の予定を覆す大口債権者からの否決や、予想と異な

る結果を示した債権者などがあり、戸別訪問も容易ではなかった。それ

でも諦めることなく、繰り返し理解を求める経営者Ｂ氏の強い信念がみ

られた。 

謙謙虚虚ささ［［３３］］ととのの比比較較：：測測定定不不能能（（－－）） 

事業承継のタイミングに達しておらず、経過観察が必要である。 

謙謙虚虚ささ［［４４］］ととのの比比較較：：適適合合（（ＯＯ））  

 Ａ社の経営破綻の原因は、従業員Ｃ氏の不正な会計処理によるもので

あった。ところが、インタビューの冒頭で、経営者Ｂ氏は自らの善管注

意義務について反省した。たとえば、先代が亡くなり経営権を完全に承

継した際、出納をそのまま任せきりであったこと。その管理不足によっ

て、従業員や取引先に不安を与えてしまったこと。など、経営者として

の失敗を自認したうえで、民事再生の取り組みを語った。一方で、経営

破綻をまねいた従業員Ｃ氏への憤りもあると想像するが、個人的な側面

にはふれることなく、事例研究としての事実のみが明かされた。これら

の発言には、現状を客観的に捉え、自らを律する態度が強くみられた。 

55--22．．ププロロフフェェッッシショョナナルルととししててのの意意志志のの強強ささととのの比比較較   

ププロロフフェェッッシショョナナルルととししててのの意意志志のの強強ささ［［１１］］ととのの比比較較：：適適合合（（ＯＯ））  

 Ａ社の弁済率は、同規模の平均と比べ 4.5 倍も高い水準であった。帝

国データバンク「民事再生法弁済率調査」によると、2017 年に再生計

画認可を受けた企業の平均弁済率は、15.3％であると発表した。同調査

の 2009 年は 12.4％、2001 年は 24.2％の平均弁済率であった（帝国デー

タバンク,2018）。さらに、2017 年の弁済率を負債額別にみると、負債

額５億円未満の平均弁済率は 7.3％まで減少し、全体平均の半分以下で

ある。小規模企業が再建の資金繰りに苦悩するなか、同規模のＡ社の弁

済率は、それを大きく上回る 33％の再生計画を債権者に提案した。 

 その提案に至るまでの経営者Ｂ氏は、従業員や顧客、債権者や取引先

との継続的な関係を重視した。なかでも、主要取引先の債務を事前精算

したこと、また、債権者集会にむけて誠意をもって自ら戸別訪問したこ

となどは、民事再生を成し遂げる触媒としての行動がみられた。 

ププロロフフェェッッシショョナナルルととししててのの意意志志のの強強ささ［［２２］］ととのの比比較較：：適適合合（（ＯＯ））  

 経営破綻に陥る前のＡ社は、２つの軸となる事業が存在していた。そ

のうちの１つは再生手続き直前に分社化しており、民事再生は１つのコ

ア事業で再建を果たした。民事再生の開始から間もなく 10 年を迎える

が、どちらの会社も健全な経営状態である。売上規模の比較は、Ａ社：

分社＝２：１の割合で既存事業が高く、目先の不安も特にないように思

われる。ところが、経営者Ｂ氏は、既存事業Ａ社の存続について、「Ａ

社もあと 10 年くらいかな、これからは分社化した方の事業が軸になる

だろう。」と、将来性について語った。それに対して、Ａ社の現状を知

る税理士Ｇ氏は、「経営者Ｂ氏の堅実さがあれば、おそらく 10 年後も

既存事業は続けられるだろう。」と、持続性について笑談した。それは、

経営者Ｂ氏が現状に甘えることなく、既存のコア事業であっても改革の

対象になることを示すものであった。 

 経営者Ｂ氏にとっての既存事業Ａ社は、先代から受け継ぎ、苦労して

民事再生まで果たした会社である。だが、事業継続の難しさを知る経営

者Ｂ氏には、創業であることや、伝統であることは関係ない。自社が最

善の結果を長期的に生みだすためには、既存の事業を切り捨てる覚悟が

あるという意志の強さがみられた。 

ププロロフフェェッッシショョナナルルととししててのの意意志志のの強強ささ［［３３］］ととのの比比較較：：適適合合（（ＯＯ））  

 Ａ社の経営破綻の原因は、従業員Ｃ氏の不正な会計処理によるもので

あった。その従業員Ｃ氏は、先代から勤める親族であり、経営者Ｂ氏に

とっても近い存在である。今後も続く親族関係を慮ると、従業員Ｃ氏の

処遇について苦悩する。だが、債権者や取引先は、そのような内部事情

は考慮しない。まして債権の減免を強いられる債権者には、不正の放置

などありえない。これまでの縁故主義を断ち切れない経営者と評価され

れば、取引の継続に支障が及ぶ可能性もある。つまり、ここでの経営者

の決断が、債権者や取引先の心証に大きく影響する。 

 そこで経営者Ｂ氏は、債権者との信頼関係を再構築するため、従業員

Ｃ氏を解任するとともに、刑事訴追を決断した。一般的には、このよう

な冷酷とも思える対応は、外部から就任した経営者にしかできない。だ

が、経営者Ｂ氏は、それを明確な行動で示した。Ａ社の事業を継続し、

従業員や取引先を守るためにも、冷酷ではなく厳格な基準によって決断

する意志の強さがみられた。 
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ププロロフフェェッッシショョナナルルととししててのの意意志志のの強強ささ［［４４］］ととのの比比較較：：適適合合（（ＯＯ））  

 Ａ社の民事再生の成功は、経営者Ｂ氏の丁寧な判断と熱意ある行動に

よるものである。それは、税理士Ｇ氏も認めている。税理士Ｇ氏は当時

をふりかえり、経営者Ｂ氏は、民事再生の仕組みを準備段階から自主的

に学んでいたという。そして、積極的な行動で専門家をリードする場面

も多かったと語っている。特に再生計画の骨子は、経営者Ｂ氏が提案し

たとのこと。ところが、経営者Ｂ氏は、インタビューの冒頭で「運が良

かった」と語った。たとえば、再生のキーマンである専門家が地元で見

つかったこと。特に税理士Ｇ氏への感謝が深く、彼なしでは成し得なか

ったという。また、取引先の理解が失われなかったこと、裁判所から任

命される監督委員が協力的であったこと、などを挙げている。ここでの

成果も、経営者Ｂ氏の丁寧な判断と熱意ある行動によるものであるが、

自らが傲ることなく、常に感謝する態度が強くみられた。 

55--33．．仮仮説説検検証証ののままととめめ  

 レベル５リーダーシップの２つの要素は、自社に高い成長力を生み、

それを持続させた企業に存在する経営者の要素であった。そして、この

経営者が企業変革期に共通して出現し、その企業を指揮したことが結果

につながっている。これと同じく民事再生も、自社の存続をかけた大き

な企業変革期である。それを主導する小規模企業の経営者には、マイナ

スをプラスに変える強い回復力と、それを継続させる要素が求められる。 

 仮説検証の結果、この両者に多くの共通点がみられたことから、自力

再建型の民事再生を成し遂げる経営者の要素も、“謙虚さ”と“プロフ

ェッショナルとしての意志の強さ”といえる。 

 

６６．．ままととめめ  

 本論文において、小規模企業の経営者がもつ特定の要素が、老舗企業

になるための不可欠な要素であるとして、次の２つを考察した。 

 第１は、企業を維持する経営者の要素を考察した。ここでいう維持と

は、経営を続けられるだけの現状維持のことを示しており、その成否は、

危機意識の違いであると推察した。危機意識のある経営者は、環境の変

化に敏感になり、セルフチェックを怠らないためだといえる。それは、

第 2 節の先行研究でも明らかとなり、経営の健康管理を怠った組織やト

ップは、大企業であっても経営の危機をむかえていた。そこから得られ

た教訓は、経営者は経営の危機意識をもち、自らの判断を省みる習慣を

もつことであった。 

 第２は、企業を継続する経営者の要素を考察した。ここでいう継続と

は、経営の危機に陥っても、再建して継続することを示しており、その

成否は、警戒意識の違いであると推察した。警戒意識のある経営者は、

自らの判断基準や行動指針を備えており、セルフコントロールができる

ためだといえる。それは、第 4 節の事例研究でも明らかとなり、警戒意

識をもつ経営者が、わずか 3.8％しか実現できない民事再生を、自らの

適時適切な判断と行動で成し遂げた。そこから得られた教訓は、経営者

は経営の警戒意識をもち、自らの行動を正しくコントロールする内面の

強さを備えることであった。 

 この２つの考察から、次の結論が導かれた。 

 

図 6：老舗企業になる経営者に不可欠な要素  

（出所：筆者作成）  

 老舗企業になる経営者に不可欠な要素（図６）とは、１つは、自らの

判断を省みる習慣をもつこと、もう１つは、自らの行動をコントロール

する内面の強さを備えること。前者の具体的な行動は、経営の健康管理

として、①失敗するトップの７つの習慣を定期健診すること、②エクセ

レント・カンパニーを蝕む７つの習慣病を定期健診すること、この２つ

である。後者の具体的な行動は、自らの厳格な基準として、①謙虚さ、

②プロフェッショナルとしての意志の強さ、この２つを養うことである。 

 この２つの要素を備えることで、老舗企業の経営者のように、自社に
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ププロロフフェェッッシショョナナルルととししててのの意意志志のの強強ささ［［４４］］ととのの比比較較：：適適合合（（ＯＯ））  

 Ａ社の民事再生の成功は、経営者Ｂ氏の丁寧な判断と熱意ある行動に

よるものである。それは、税理士Ｇ氏も認めている。税理士Ｇ氏は当時

をふりかえり、経営者Ｂ氏は、民事再生の仕組みを準備段階から自主的

に学んでいたという。そして、積極的な行動で専門家をリードする場面

も多かったと語っている。特に再生計画の骨子は、経営者Ｂ氏が提案し

たとのこと。ところが、経営者Ｂ氏は、インタビューの冒頭で「運が良

かった」と語った。たとえば、再生のキーマンである専門家が地元で見

つかったこと。特に税理士Ｇ氏への感謝が深く、彼なしでは成し得なか

ったという。また、取引先の理解が失われなかったこと、裁判所から任

命される監督委員が協力的であったこと、などを挙げている。ここでの

成果も、経営者Ｂ氏の丁寧な判断と熱意ある行動によるものであるが、

自らが傲ることなく、常に感謝する態度が強くみられた。 

55--33．．仮仮説説検検証証ののままととめめ  

 レベル５リーダーシップの２つの要素は、自社に高い成長力を生み、

それを持続させた企業に存在する経営者の要素であった。そして、この

経営者が企業変革期に共通して出現し、その企業を指揮したことが結果

につながっている。これと同じく民事再生も、自社の存続をかけた大き

な企業変革期である。それを主導する小規模企業の経営者には、マイナ

スをプラスに変える強い回復力と、それを継続させる要素が求められる。 

 仮説検証の結果、この両者に多くの共通点がみられたことから、自力

再建型の民事再生を成し遂げる経営者の要素も、“謙虚さ”と“プロフ

ェッショナルとしての意志の強さ”といえる。 
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図 6：老舗企業になる経営者に不可欠な要素  

（出所：筆者作成）  
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として、①失敗するトップの７つの習慣を定期健診すること、②エクセ

レント・カンパニーを蝕む７つの習慣病を定期健診すること、この２つ

である。後者の具体的な行動は、自らの厳格な基準として、①謙虚さ、

②プロフェッショナルとしての意志の強さ、この２つを養うことである。 

 この２つの要素を備えることで、老舗企業の経営者のように、自社に
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継続性を生みだすことができる。これは決して企業に大きな利益をもた

らすものではないが、苦境の時期にも消滅すことなく、自社を現状維持

水準で継続させる要素となる。それと同時に、経営資源の乏しい小規模

企業にとって、数少ないチャンスを手に入れ、新たなチャレンジを試み

る際のリスクヘッジとして効果を発揮する。その要素をもった経営者の

存在が、自社の事業に持続的な成功と成長を促す基盤になるであろう。 

 今後の課題は、事例研究の範囲を拡大し、複数の再建パターンとの比

較が必要であると考える。たとえば、本稿は自力再建型の民事再生であ

ったが、スポンサー型や事業承継型では、要素が異なる可能性がある。

また、同じ自力再建型の民事再生であっても、都市部の事例であれば、

取引先の新たな確保や、事業所移転などの条件も異なる。このように、

事例の範囲を広げることで、新たな要素や共通点が発見される可能性は

否定できない。経営破綻事例は、真実が明かされないことも多く、調査

対象の確保が困難であるが、今後もその調査活動を通じて、小規模企業

経営者が老舗企業になるための要素を探究したい。 
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